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平成２１年度業務実績評価調書：独立行政法人自動車事故対策機構 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
項 目 評定結果 評定理由 意見 

中期計画 平成２１年度計画    

１．業務運営の効率化に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

１．業務運営の効率化に関する

目標を達成するためにとるべき

措置 

 

 

 

 

 

 

（１）組織運営の効率化 

  業務量が比較的少ない支所につ

いて業務を近隣の支所や主管支所

と一体的に行うなど業務の集約化

を図りつつ、主管支所及び支所ごと

の業務実態に対応した職員配置と

します。 

（１）組織運営の効率化 

 顧客ニーズに対応した業務体

制の構築のため、管理職の一般

職への振替を始めとする管理体

制のスリム化及び支所業務の合

理化により、業務実態に対応し

た職員配置を順次実施します。

Ａ 

 管理体制のスリム化として管理職

の配置に係る見直しを進め、２１年度

にさらに１人を削減し、１８年度末比

で１４．９％（△２９人）の削減を行

っており、着実な取り組みと認められ

る。 

 

（２）人材活用 

 業務に必要な職員を確保すると

ともに、産業カウンセラー等の資格

を取得した職員の積極的な活用、事

業環境の変化に対応した経験者採

用や人事交流、研修の充実による職

員の資質向上、能力・実績を適正に

評価する仕組みの適切な運用等に

より、人材の有効活用を図ります。 

（2）人材の活用 

① 機構が､事故防止､被害者援

護の分野で中核的な機能を果た

すための組織を構築するため､

産業カウンセラー等の資格を取

得した職員の積極的な活用、事

業環境の変化に対応した経験者

採用や人事交流、能力・実績を

適正に評価する仕組みの適切な

運用等により、人材の有効活用

を図ります。 

 

S 

 事故防止の分野において、産業カウ

ンセラーの資格取得者１４名を新た

に加え、全国的に適性診断業務に従事

する職員について、１２２人の有資格

者を配置するなど、資格を取得した職

員の積極的活用を図った。 

 また、１９年度はトラック運送事業

にかかる専門的知見を有する者等安

全指導業務の分野の経験者１名、２０

年度は被害者援護業務の分野におい

て、専門的知見を有する者（実務経験

を有する社会福祉士）１名、２１年度

ドライブレコーダーの分析が

できる実務経験者も採用した

ら良いのではないか。 

 
 



 

② 事故防止業務や被害者援護

業務の質の向上を図るため、研

修の充実を図り､職員の資質の

向上及び育成を行います｡ 

 

はシステム開発に関する民間の実務

経験者１名、企業コンサルに関する民

間実務経験者１名、交通機械工学を専

攻した新規採用者１名の計３名を採

用した。このように事業環境の変化に

対応した経験者採用を着実に実施し

ており、人材の有効活用に努めてい

る。 

 １９年度より機構全職員を対象に

勤務評価を実施し、評価結果を勤勉手

当・定期昇給に反映させており、２１

年度も引き続き勤務評価制度を着実

に運用しており、順調である。また、

職員の資質向上・育成のための研修に

ついては、特に事故防止の分野におい

て最近の業務ニーズに対応するため

の専門知識や技術の取得等の研修を

積極的に実施している。指導講習業務

における講師の育成強化、適性診断業

務のカウンセリング技術の向上強化、

被害者援護業務の質的向上等を目的

とした各種研修も実施している。特に

２１年度より新たに介護料受給者宅

等への訪問支援サービスを行う職員

に対する研修等を取り入れるなどの

努力が認められる。 

 内部統制に関しては、役職員倫理規

程の整備（１５年１０月）、監事と連

携した内部監査体制の強化（２０年４

月）を図っているが、全ての職員がコ

ンプライアンスの意識を持続させる

ような内部統制の体制づくりも重要

である。２１年度はコンプライアンス

委員会を設置し、基本計画を策定する

とともに、コンプライアンス実践マニ

  



 

ュアルを作成し、職員へ配布・周知す

るなど、職員のコンプライアンスに対

する意識の高揚を図った。 

 以上のとおり、新たな取組みも実施

しており、優れた実施状況にあると認

められる。 

（３）業務の運営の効率化 

① 指導講習業務・適性診断業務  

ア ＩＴの活用等により指導講

習・適性診断の業務の効率化を図り

ます。 

（３）業務の運営の効率化 

① 指導講習業務・適性診断業

務 

ア 引き続き、効果的に適性診

断業務を推進するため、インタ

ーネットを活用した新適性診断

システムを 4 主管支所及び１１

支所（１５支所）へ順次導入し

ます。 

 また、受講者管理業務の効率

化のために講習受講総合システ

ムの改善を行います。 

A 

 １９年度に開発した新適性診断シ

ステムについて、１５支所における導

入は順調である。新適性診断システム

の導入により診断に要する時間の短

縮等が図られたが、平成２２年度も導

入を進めるとともに、導入効果を引き

続き分析し、業務運営の効率化に向け

た努力を期待する。 

 また、運行管理者等指導講習業務の

効率化等を図るため、運行管理者指導

講習総合システムにおいて支所に設

置した複数端末から同時に受講者情

報の入力が可能となる等業務の効率

化を図った。 

これらの取り組みは、着実な実施状

況にあると認められる。 

 

 
 

 

  



 

イ 業務の効率化による経費の削

減を図るとともに、次のとおり指導

講習・適性診断の種類ごとに取組み

を行うこと等により、受講者・受診

者数の拡大を図ります。 

 

指導講習 

基礎講習 運行管理者試

験の受験資格

等を取得しよ

うとする者の

ほか、安全管理

業務に従事す

る者等に対し

て積極的なＰ

Ｒ活動を行い、

受講者数を中

期目標期間の

最終年度まで

に８５０人（前

中期目標期間

の実績（３年

間）の平均比

４％）以上増加

させます

  

。 

一般講習 地方運輸局等

との連携強化

により、運行管

理者の受講漏

れをなくすよ

うにします。ま

た、運行管理者

を補助する者

等に受講を勧

めます。 

 

 

イ トップセールス等により事

故防止に関する機構の取り組み

等の PR を促進するとともに地

方運輸局等との連携を強化し、

受講者・受診者の拡大を図りま

す。また、インターネットを活

用した新診断システムの利便性

を積極的に PR し、同システム

の利用促進、受診者の拡大を図

ります。 

 以上の措置を講じることによ

り、自己収入比率（注１）（平成

21 年度）について、４８％以上

に引き上げます。 

（注１）自己収入比率＝自己収入（手

数料収入等）/総収入（＝総経費） 

S 

 

 指導講習受講者は対前年度比２％

減少したものの、適性診断受診者は対

前年度比６％増加している。 

 指導講習については、運行管理者補

助者制度が定着したことから、受講者

数は前年度比で減少したが、適性診断

については、機構の支所長等によるト

ップセールスによる受診促進等の取

り組みにより受診者数は前年度に比

べ増加した。 

 また、地方運輸局等と受講漏れ、受

診漏れ対策に関して情報交換等を行

うなど連携の強化に努めていること

も認められる。 

 受講者数・受診者数の伸び等によっ

て、収入の増加が図られたこと等によ

り、自己収入比率は５７．７％（指導

講習６１．５％、適性診断５５．８％）

となり、前年度（平成２０年度）と比

較して３．１％向上しており、中期計

画及び整理合理化計画において定め

た目標値「５０％以上」を上回る水準

となったことから、機構の努力を認め

ることができる。 

 自己収入比率の向上に結び付いた

取組みにより、優れた実施状況にある

と認められる。 

 



 

特別講習 

  

地方運輸局等

との連携強化

により、重大事

故等を惹起し

た営業所の運

行管理者の受

講漏れをなく

すようにしま

す。 

 

適性診断 

 

一般診断 

特別診断 

 

 

 

 

貸出自動適性診断

機器の活用等によ

りいつでも診断が

できるという受診

者の利便性の向上

を図り、あらゆる

機会をとらえ、積

極 的 に Ｐ Ｒ を 行

い、受診者数を中

期目標期間の最終

年度までに１１，

３００人（前期中

期目標期間の実績

（３年間）の平均

比５％）以上増加

させます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

初任診断 

適齢診断 

 

 

 

 

 

 

地方運輸局等との

連携強化により、

運転者として新た

に雇用された者及

び６５歳以上の者

の受診漏れをなく

すようにします。 

 

特定診断 

 

 

 

 

地方運輸局等との

連携強化により、

重大事故惹起者の

受診漏れをなくす

ようにします。 

 

 また、受講者・受診者数の状況や

業務に要する経費の状況を踏まえ、

受講者・受診者の適切な費用負担の

水準について検討します。 

 以上の措置を講ずること等によ

り、自己収入比率（注１）について、

中期目標期間の最終年度までに５

０％以上に引き上げます。 

 

（注１） 自己収入比率＝自己収入（手

数料収入等）/総収入（＝総経

費） 

 

 

 

  

  



 

② 療護施設の設置・運営 

ア 医療水準・コスト水準等に関し

タスクフォース（注２）により外部

評価を行い、その結果をホームペー

ジ等で公表します。 

 

（注２）外部有識者からなる事業改

善等を目的とする評価のための機

関 

② 療護施設の設置・運営 

ア 医療水準・コスト水準等に

関しタスクフォース（注２）に

より外部評価を行い、その結果

をホームページ等で公表しま

す。 

（注２）外部有識者からなる事業改

善等を目的とする評価のための機関

A 

 タスクフォースによる外部評価を

受け、その結果をホームページ等で公

表しており、着実な実施状況にあると

認められる。 

 

イ 療護施設が保有する高度先進

医療機器の利用促進を図るため、地

域医療機関との連携を図り、中期目

標期間の年度毎に１１，０００件以

上の外部検査を受託します。 

イ 引き続き、療護施設が保有

する高度先進医療機器の利用促

進を図るため、地域医療機関と

の連携を図り、年間１１，００

０件以上の外部検査を受託しま

す。 

A 

 ４療護センターにおいて、対前年度

（平成２０年度）比１５．２％減の１

０，６６４件のＭＲＩ、ＰＥＴ等高度

先進医療機器を活用した外部検査を

受託した。 

 受託件数が伸び悩んだ主な要因と

しては、例年多くの外部検査を受託し

ている２療護センターの検査機器が

更新により使用できなかったことが

受託件数の減少につながった。受託件

数減の一方で外部検査の受託による

収入は、対前年度（平成２０年度）比

２．６％増となった。 

 また、これら高度先進医療機器の有

効活用を引き続き徹底するため、機構

本部において、各療護センターごとに

医療機器の活用状況を報告させると

ともに、有効活用の推進を各療護セン

ターに要請する等の取り組みを行っ

ている。 

 なお、以上の取り組みは平成２０年

１月の政策評価・独立行政法人評価委

員会の指摘にも対応した内容になっ

ており、着実な実施状況にあると認め

られる。 

 

  



 

③ 交通遺児等への生活資金の貸

付 

 

③ 交通遺児等への生活資金の

貸付 

 

 

  

イ 債権管理規程等に基づき、効果

的な債権回収を行うことにより、中

期目標期間の年度毎に回収率９

０％以上を確保します。 

ア 債権回収等に関して効率的

な業務運営に努め、債権管理規

程等に基づく、効果的な債権回

収を行うことにより、回収率９

０％以上を確保します。 

A 

 債権管理規程等に基づき、効果的な

債権回収を行うことにより、債権回収

率９０．９％を確保した。 

 なお、効果的な債権回収の取組みと

して、債権管理規程に基づき、債権の

適正な管理を図る目的から、状況に応

じて債権を分類し、管理している。ま

た、債権回収担当職員に対して債権回

収マニュアルに基づく折衝方法等の

実務研修を実施するとともに、債務者

の生活状況を把握するため積極的に

訪問折衝等を行うなどの債権回収の

体制強化の取組みを行っている。 

 これらの取組みにより着実な実施

状況にあると認められる。  

 

  



 

ウ 債権管理委員会において適切

な貸付債権の評価を実施するとと

もに、リスクに応じた適正な引当金

を計上し、その結果についてホーム

ページ等で公表します。 

 

イ 債権管理委員会において適

切な貸付債権の評価を実施する

とともに、リスクに応じた適正

な引当金を計上し、その結果に

ついてホームページ等で公表し

ます。 

A 

 債権管理委員会において適切な貸

付債権の評価を実施するとともに、リ

スクに応じた適正な引当金を計上し、

その結果についてホームページ等で

公表している。 

 なお、貸倒懸念債権、破産更生債権

等の状況については、平成２１年度末

現在、貸倒懸念債権、破産更生債権等

が５４．４億円、債権残額に占める割

合が４４．２％（平成２０年度末に対

して３．０ポイント増）となっている。

その要因分析のため、２１年度におい

て一般債権から貸倒懸念債権及び破

産更生債権等に分類替えとなった債

権１９３件について、滞納の理由を確

認したところ、「パート・アルバイト」、

「無職・失業」など安定した収入が得

られないため返還金を滞納している

ものが５８件であり、増加要因として

景気の低迷により返済が滞っている

ことが明らかとなった。 

 また、貸倒懸念債権等の解消に向け

て、滞納の初期段階において早期の督

促を行うなど、個別債権の状況に応じ

た債権管理を行うべく「債権回収マニ

ュアル」の一層の徹底を図ることによ

り回収実績の向上を図ることとして

いる。 

 これらの取り組みは平成２０年１

月の政策評価・独立行政法人評価委員

会の指摘にも対応した内容になって

おり、着実な実施状況にあると認めら

れる。 

 

  



 

④ 業務全般 

ア 一般管理費（人件費、公租公課

等の所要額計上を必要とする経費

及び特殊要因により増減する経費

を除く。）について、業務運営の効

率化を推進し、中期目標期間の最終

年度までに、平成１８年度比で１

５％程度に相当する額を削減しま

す。 

④ 業務全般 

ア 一般管理費（人件費、公租

公課等の所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因により増減

する経費を除く。）について、業

務運営の効率化を推進し、平成

２０年度予算の５％程度に相当

する額を削減します。 

S 

 業務運営の効率化を推進するとと

もに、２０年度に引き続き、徹底した

経費の見直しを行った。平成２１年度

は、特にネットワーク端末導入支所に

おける余剰スペースの返還等による

事務所賃借料の削減等により経費削

減に積極的に取り組んだ結果、対前年

度予算（平成２０年度）比で７．５％

に相当する経費を削減しており、平成

２１年度の取組みは、優れた実施状況

にあると認められる。 

 

イ 業務経費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及

び特殊要因により増減する経費を

除く。）について、業務運営の効率

化を推進し、中期目標期間の最終年

度までに、平成１８年度比で１０％

程度に相当する額を削減します。 

イ 業務経費（人件費、公租公

課等の所要額計上を必要とする

経費及び特殊要因により増減す

る経費を除く。）について、業務

運営の効率化を推進し、平成２

０年度予算の４％程度に相当す

る額を削減します。 

S 

 業務経費は、主として療護センター

の運営、指導講習・適性診断、自動車

アセスメント情報提供、交通遺児等へ

の貸付、介護料支給などの各業務に係

る経費であるが、これらの経費削減を

図るため業務運営の効率化を推進す

るとともに、年度計画における削減計

画（４％）を大幅に上回る経費削減実

績（対前年度予算比で１４．３％）を

達成しており、療護センターの運営に

係る経費の節減（入院率に応じて削減

した看護師等の人件費、医業収入の増

加に伴う委託費の節減）など、平成２

０度に引き続き、業務全般にわたる既

定経費の徹底した見直し等機構の積

極的な取り組みや役職員のコスト意

識の徹底をさらに図ったことが相乗

されて達成できたものと認められる

ことから、優れた実施状況にあると認

められる。 

 

  



 

ウ 契約に関しては、国における見

直しの取組（「公共調達の適正化に

ついて」（平成１８年８月２５日付

け財計第２０１７号。財務大臣から

各省各庁の長あて。））等を踏まえ、

一般競争入札の推進や契約方法の

見直し、情報公開の充実により、競

争性及び透明性の確保を図ります。 

ウ 契約に関しては、国におけ

る見直しの取組（「公共調達の適

正化について」（平成１８年８月

２５日付け財計第２０１７号。

財務大臣から各省各庁の長あ

て。））等を踏まえるとともに、

独立行政法人整理合理化計画

（平成１９年１２月２４日閣議

決定）を受けて策定した随意契

約の見直し計画（平成１９年１

２月２４日）に基づき、一般競

争入札の推進や契約方法の見直

し、情報公開の充実により、競

争性及び透明性の確保を図りま

す。 

 

 

 
A 

 少額随意契約の限度額引下げ（１９

年１月）の基準適用、１９年１２月策

定の随意契約見直し計画の実行等に

より一般競争入札を推進するととも

に、企画競争の拡充を図った。この結

果、平成２１年度の契約状況は、次の

とおりであり、対平成１８年度比で一

般競争入札の件数が３５件から７８

件と大幅に増加する一方で、随意契約

の件数が１４３件から８６件に減少

している。 

・一般競争入札 

（７８件、総額９．９億円） 

・指名競争入札（実施していない） 

・企画競争、公募（３３件、総額６．

１億円） 

・随意契約（８６件、総額２９．５億

円） 

 また、「平成１９・２０年度におけ

る随意契約見直し計画のフォローア

ップ」及び「平成２０年度に締結した

競争性のない随意契約に係る契約情

報」をホームページに掲載するととも

に一般競争入札落札結果など、契約に

係る情報公開の充実を図った。 

 個々の契約の適切性を含めた内部

統制に係るチェックについては、監事

及び会計監査人（監査法人）による実

地及び書面監査を実施しており、以下

のとおりである。 

 

  



 

  

 

・「独立行政法人の契約状況の点検・

見直しについて」（平成 21 年 11 月

17 日閣議決定）に従い平成 21 年

12 月 15 日に設置された「独立行政

法人自動車事故対策機構契約監視委

員会」に於いて、平成 20 年度・21

年度の契約につきその透明性・公平性

について再度厳格に見直した。 

・会計監査人（監査法人）により、財

務諸表監査の範囲で内部統制の状況

等をチェックを受けた結果として特

段の指摘はなされていない。 

 さらに、契約予定金額が１千万円を

超える事案については、契約執行決裁

を監事に回覧することにより、事前に

監事がチェックしており、契約の適正

性を確保するための措置が講じられ

ている。 

・１者応札・１者応募に係る対策の一

環として、仕様書の作成に当たって

は、新規参入希望業者でも入札価格を

算出できるよう、業務内容をより具体

的かつ詳細に記載し、また、異なるメ

ーカーが同様の製品を製造している

汎用品の場合、参考商品を１社にする

ことが障害となる可能性を考慮し、参

考商品を複数社とることとした。 

 上記のとおり契約の競争性及び透

明性の確保、契約締結の適正性の確保

に関しては着実な進展が認められ、着

実な実施状況にあると認められる。契

約の競争性及び透明性の確保に関す

る更なる努力を期待する。 

 

 

  



 

２．国民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に

関する目標を達成するためにと

るべき措置 

 

  ２．国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためにとるべき措

置 

（１）指導講習業務・適性診断業務 

① 受講者・受診者・事業者のニー

ズを踏まえ、指導講習の教材等の充

実を行うなど効果的な講習を実施

及び診断機器の改良・導入等によ

り、事業者の安全対策の充実・改善

を図ります。 

 

（１）指導講習業務・適性診断

業務 

① 講習内容及び診断内容の充

実・改善 

ア 運行管理者等指導講習の受

講需要に適切に対応した講習の

開催回数の設定及び自動車運送

事業者を取り巻く経営環境に応

じて適切に講習用テキストの改

訂を行います。 

イ 受講重要に適切に対応した

受診機会を提供するため、イン

ターネットを活用した新適性診

断システムの利用促進を図りま

す。 

ウ 受講需要に適切に対応した

適性診断活用講座を開催すると

ともに、新たにステップアップ

化した同講座を実施します。 

 

S 

 21 年度は運行管理者補助者制度

の定着から基礎講習の減少を予測し、

適正な規模となるよう前年度（平成２

０年度）より２６回減回し、全支所で

９８２回実施している。 

 講習用テキストについては、飲酒運

転防止の観点からドライバーに対す

るアルコール教育に関する内容の充

実を図った。 

 ネットワーク端末機による診断の

促進及び貸出機器の利用促進を図っ

たことにより、支所以外における適性

診断受診者は、８３，７２８人（対前

年度比３６．８％増）となり、一般診

断受診者の３０．５％を占めている。

トップセールス等により特に新診断

システムの導入促進に努めたことも

寄与したものと認められる（新診断シ

ステム受診者数は平成 20 年度７，４

７４人に対し、平成２１年度は３６，

２７７人と４．８５倍の増加）。 

 適性診断活用講座のステップアッ

プ化した講座については、前年度の試

行実施を経て、全ての支所において２

０３回（受講者２，１９０人）実施し、

運転者を個別に指導する手法のスキ

ルアップを目指した内容を取り入れ

るなどの工夫が見られる。 

 これらの取組みにより、優れた実施

状況にあると認められる。 

 

  



 

② 行政の施策による安全マネジ

メントの支援を図るとともに、運送

事業者に対し、事故防止に関する機

構のノウハウを提供することによ

り、事故防止に貢献します。 

② 指導講習、適性診断等を行

う職員の資質の向上を図るため

の研修を行います。 

 また、自動車運送事業者の安

全マネジメント体制の構築を支

援するため、安全マネジメント

に関するコンサルティング及び

講習等を実施するとともに、ド

ライブレコーダー等の運行管理

を支援する機器等に関する講習

を開催します。 

 

S 

 職員の資質の向上を図るため、新た

に安全マネジメント業務やコンサル

ティング業務を担当する職員等に対

する研修をカリキュラムを追加した

上で実施した。今後とも、これらの研

修を通じて職員の資質を向上させる

よう努力を期待する。 

 自動車運送事業に係る安全マネジ

メント体制の構築を図るため、事故防

止に関するコンサルティングを前年

度より大幅に実績を上げ、全国で８８

件実施した（対前年度（平成 20 年度）

比 53 件増）。 

  また、安全マネジメント講習会につ

いても、全国５０支所において計９５

回開催した。 

 さらに、デジタル式タコグラフ・ド

ライブレコーダー、ＳＡＳ（睡眠時無

呼吸症候群）関連機器、アルコール検

知器等の普及状況を踏まえて安全マ

ネジメント支援ツール講習会を実施

し、全国５０支所で５９回開催すると

ともに、事業所における安全管理体

制、運用体制等が適切かつ有効に運用

されているか経営者が適切な判断を

行うための内部監査を支援すること

を目的として内部監査講習会を６７

回開催した（対前年度（平成 20 年度）

比 31 回増）。 

 運輸安全マネジメントの浸透・定着

状況の確認及び助言等を行う運輸安

全マネジメント評価事業を平成 21

年 10 月から新たに開始した。このよ

うに運輸安全マネジメントに関する

取り組みが前年度に増して充実し、運

 

  



 

 

送事業者の安全マネジメント等の支

援が着実に図られていることから、優

れた実施状況にあると認められる。 

 

   

③ 以上の施策を実施することに

より、受講者・事業者に対する５段

階評価の調査における安全対策へ

の支援効果に関する評価度につい

て、中期目標期間の年度毎に４．０

以上とします。 

③ 以上の施策を実施すること

により、受講者・事業者に対す

る５段階評価の調査における安

全対策への支援効果に関する評

価度（平成２１年度）について、

４．０以上とします。 

 

 

 

A 

 安全対策への支援効果に関する指

導講習受講者の評価度については、前

年度（平成２０年度）と同様に平均４．

４１の評価を得た。 

 また、適性診断受診者の評価度につ

いては、前年度より平均で０．０３ポ

イント向上し、平均４．２３の評価を

得た。 

 さらに事業者の評価度については、

４．１６の評価を得た。これらは着実

な実施状況にあると認められる。 

今後ともさらに評価度を高める取

り組みを期待する。 

 

  



 

（２）指導講習・適性診断の実施機

関になろうとする民間団体等への

支援 

 新たに実施機関になろうとする

民間団体等への機構の適性診断シ

ステムの提供や教育訓練を実施し

ます。 

 

（２）指導講習・適性診断の実

施機関になろうとする民間団体

等への支援 

 新たに実施機関になろうとす

る民間団体等へ機構の診断機器

等を含む適性診断に関する情報

提供や適性診断員等への教育訓

練を実施します。 

 

 

 S 

 これらの教育訓練はこれまで法人

本部において実施していたが、２１年

度からは主管支所においても実施し

ており、民間団体への支援体制の強化

が図られていると認められるため、優

れた実施状況にあると評定した。 

 新たに適性診断の実施機関になろ

うとする団体に対してカウンセラー

教育訓練や指導主任者教育訓練等の

研修を実施した。 

  また、当機構以外の認定された適性

診断実施機関に対して指導主任者の

教育訓練（７団体２３名）、カウンセ

ラーの教育訓練（5 団体 6 名）を実

施した。 

  今後ともこのような団体等に対す

る支援を期待する。こうした取り組み

は、指導講習・適性診断の実施につい

て民間への移行を促進するとの行政

刷新会議の事業仕分け結果を具現化

するための基礎となるものである。 

 

  



 

（３）療護施設の設置・運営 

① 遷延性意識障害者に対し、病棟

ワンフロアシステム（注３）、プラ

イマリーナーシング（注４）や高度

先進医療機器による質の高い治

療・看護を実施するとともに、医学

的観点から治療機会の公平な確保

を図ることにより、中期目標期間の

最終年度までに、脱却（注５）者を

７５人以上とするとともに、患者の

治療改善度を向上させます。またメ

ディカルソーシャルワーカー（注

６）等による転院先情報の提供等、

患者家族に対する支援の充実を図

ります。 

 

（注３）病棟を１つのフロアに集

中、仕切りを最小限にして患者を絶

えず観察視野におく方式 

（注４）継続した受持看護方式 

（注５）一定の意思疎通・運動機能

の改善 

（注６）患者・家族が抱える諸問題

の解決、調整を援助する専門家 

 

（３）療護施設の設置・運営 

① 遷延性意識障害者に対し、

病棟ワンフロアシステム（注

３）、プライマリーナーシング

（注４）や高度先進医療機器に

よる質の高い治療・看護を実施

するとともに、医学的観点から

治療機会の公平な確保を図るこ

とにより、平成２１年度中の脱

却（注５）者の総数を１５人以

上とするとともに、患者の治療

改善に関する指標による治療改

善度を公表します。 

 なお、療護施設機能の一部委

託先病院においても入院患者が

脱却できるよう適切な治療・看

護を行います。 

 また、引き続きメディカルソ

ーシャルワーカー（注６）等に

よる転院先情報の提供等、患者

家族に対する支援を行います。

 

（注３）病棟を１つのフロアに

集中、仕切りを最小限にして患

者を絶えず観察視野におく方式

（注４）継続した受持看護方式

（注５）一定の意思疎通・運動

機能の改善 

（注６）患者・家族が抱える諸

問題の解決、調整を援助する専

門家 

 

 

 

 

Ｓ 

 遷延性意識障害者に対し、病棟ワン

フロアシステム、プライマリー・ナー

シングや高度先進医療機器による高

度な治療・看護を実施して、２１年度

は目標を上回る１６人が脱却するに

至っている（１９年度以降の脱却者は

３年間で５６人であり、中期計画期間

中の脱却者７５人の７４．７％）。 

 次年度以降も一人でも多くの脱却

者が生じるよう質の高い治療・看護を

実施するよう期待する。 

 また、平成 21 年度においては、療

護施設の入院患者の治療改善度を統

一的に評価する「遷延性意識障害度評

価表」（ナスバスコア）によるデータ

の蓄積を進め、平成 21 年 12 月及び

平成 22 年 3 月のセンター長会議に

おいて統計的な分析及び公表内容等

の検討を行い、平成 22 年 3 月末に

４療護センター入院患者のナスバス

コアによる治療改善効果の分析結果

を初めて公表した。 

分析結果では、療護センター入院時

において「ナスバスコアが良いほど」、

「事故からの経過期間が短いほど」、

「年齢が低いほど」、より高い治療改

善効果があることなどが統計的に明

らかになった。この取り組みは患者の

治療改善度の検証を統一的に行うこ

とに繋がることから、遷延性意識障害

度の改善に向けた有効な手段として

認知できるため、今後の更なる分析を

進めるなどの取り組みを期待する。 

 また、４療護センター（委託病床を

含む）のメディカルソーシャルワーカ

 

  



 

 

ーは、転院先情報の提供等、患者家族

に対する支援を７，５１７件（前年度

は８，５１１件）行うとともに、メデ

ィカルソーシャルワーカーを集めた

会議を通じて、情報交換や業務検討を

行い、その結果患者家族への助言等に

反映するなど患者家族に対する支援

の強化を図った。 

 これらの取組みにより優れた実施

状況にあると認められる。  

   

② 治療効果を高めるため高度先

進医療機器の整備を図るとともに、

地元大学等研究機関や他療護施設

との連携の強化、職場内研修の充実

等により、高度先進医療機器を活用

した医療技術やプライマリーナー

シングによる看護技術の開発・向上

を図ります。 

 

 

② 設備の更新計画に基づき、

中部療護センターの磁気共鳴断

層撮影装置（ＭＲＩ）及び東北

療護センターの核医学画像診断

装置（ＲＩ）を更新するととも

に、地元大学等研究機関や他療

護施設との連携の強化、職場内

研修の充実等により、高度先進

医療機器を活用した医療技術や

プライマリーナーシングによる

看護技術の開発・向上を図りま

す。 

 
S 

 中部療護センターの磁気共鳴断層

撮影装置（MRI）の更新については、

平成２１年１０月に機器の導入を完

了した。また、東北療護センターの核

医学画像診断装置（ＲＩ）の更新につ

いては、平成２２年２月にそれぞれ導

入を完了した。 

 また、４療護センターのノウハウを

活かし、地元大学の医学部等との連携

を図り、高度先進医療機器を利用した

治療の研究、指導、研修等により医療

に携わる人材育成や地域医療への貢

献を行った。 

 さらに、４療護センターにおいて、

入院患者の看護担当チームごとに、ケ

ースレポート研修会等を定期的に開

催するなど職場内研修を実施すると

ともに、委託病床を含めて、センター

長、総看護師長会議等を年２回開催

し、治療、看護やリハビリ、生活支援

等について情報交換、業務検討を行っ

た。 

 これらの取組みにより、優れた実施

状況にあると認められる。 

 

  



 

③ 療護施設で得られた知見・成果

を他の医療機関等において最大限

に活用する観点から、日本脳神経外

科学会及び日本意識障害学会にお

いて研究発表を年１５件以上行う

とともに、部外医師・看護師等に対

する研修を行うなどして、他の医療

機関等への治療・看護技術の普及活

動を積極的に行います。 

 

 

③ 引き続き、療護施設で得ら

れた知見・成果を他の医療機関

等において最大限に活用する観

点から、日本脳神経外科学会及

び日本意識障害学会において研

究発表を年１５件以上行うとと

もに、部外医師・看護師等に対

する研修を行うなどして、他の

医療機関等への治療・看護技術

の普及活動を積極的に行いま

す。 

 また、中部療護センターにお

ける岐阜大学との連携大学院に

おいて、大学院生を受け入れ研

究指導等を行います。 

 

S 

 地元大学等と連携し、日本脳神経外

科学会、日本意識障害学会において、

３３件の研究成果を発表した。 

 また、部外医師、看護士等に対する

研修として短期入院協力病院の看護

師に対する研修の充実を図り、全ての

療護センターにおいて合計１０病院

２２名に対して実施した。 

 新たな取り組みとして、中部療護セ

ンターにおける岐阜大学等との連携

大学院を２１年度から開設した。今後

脳神経科学分野等の高度医療専門家

の育成等のため、院生に対する研究指

導に期待するとともに、療護センター

における治療・研究の更なる推進や知

見の普及促進等に寄与することを期

待する。 

 これらの取組みにより優れた実施

状況にあると認められる。 

 

  



 

（４）介護料支給等支援業務 

① 重度後遺障害者に対して被害

等の状況に応じた介護料の支給及

び短期入院費用に係る助成を行う

ことにより効果的な被害者救済を

図るとともに、受給資格者のニーズ

を踏まえ、介護料支給対象品目等の

見直しを実施します。 

 また、本部及び主管支所に設置し

た介護に関する相談窓口において、

介護福祉士等による介護に関する

知識・技術の提供等重度後遺障害者

の家族に対する相談支援を療護施

設と連携して効果的に実施すると

ともに、在宅訪問サービスの実施に

より、受給資格者等に対する精神的

支援を強化します。 

 さらに、機関紙やホームページの

活用により介護に関する各種情報

を発信します。 

（４）介護料支給等支援業務 

① 引き続き、被害者の状況及

び要望に応じた介護料の支給制

度の見直しを行い、被害者の利

便性の向上及び手続きの簡素化

を図ります。 

 また、本部及び主管支所に設

置した介護に関する相談窓口に

おいて、介護福祉士等による介

護に関する知識・技術の提供等

重度後遺障害者の家族に対する

相談支援を療護施設と連携して

効果的に実施するとともに、新

規認定者等（在宅介護に限る。）

に対する在宅訪問サービスを実

施し、受給資格者等が抱える在

宅介護に関する相談事項への対

応及び各種情報提供等を行うこ

とで受給資格者等に対する精神

的支援を強化します。 

 さらに、これらの介護に関す

る知識・技術等の各種情報を機

関誌「ほほえみ」やホームペー

ジの活用により発信します。 

 

 

 

S 

 被害者家族からの要望を受け、脳損

特Ⅰ種受給者に対して２年ごとに実

施してきた再審査について、平成２２

年３月に実施期間を３年ごとに延長

し、負担の軽減を図った。 

 また、各主管支所に設置している介

護相談窓口において、介護福祉士等に

よる介護に関する相談支援及び知識

の情報提供を１，９５０件行った。 

 さらに各支所において、被害者援護

の拡充を図るため介護料受給者宅を

訪問し、直接、介護に関する相談や各

種情報の提供等を行う訪問支援サー

ビスを１９年度から開始したが、２０

年度は４６４件、２１年度は１，０７

４件と実施件数は顕著に増加した。こ

の取り組みは被害者の精神的ケア、実

情把握を図る上でも重要と考えられ

るため、訪問支援サービスにより把握

した各種情報を有効に活用し、より一

層の精神的支援の強化を期待する。 

 なお、機構の介護相談ゼネラルアド

バイザー（介護福祉士）が有する専門

的見地からの日常介護に関する情報、

在宅介護に関する知識・技術等の各種

情報に関してニーズの高い内容（日常

の介護方法及びリハビリテーション）

をテーマに機関誌「ほほえみ」に掲載

するとともに、ホームページに掲載し

ている「在宅介護におけるＱ＆Ａ」に

ついて、介護方法等の掲載項目ごとに

内容の更新を行うなどの工夫を行い、

在宅介護に関する知識・技術等の各種

情報を掲載し発信した。 

 

 

  



 

 

 

 

  
 これらの取組みにより、優れた実施

状況にあると認められる。 

 

② ①の施策を実施することによ

り、重度後遺障害者の家族に対する

５段階評価の調査における介護支

援効果に関する評価度について、中

期目標期間の最終年度までに４．０

以上とします。 

 

② 以上の施策を実施すること

により、重度後遺障害者の家族

に対する５段階評価の調査にお

ける介護支援効果に関する評価

度（平成 2１年度）について４．

０を目標とします。 

 

A 

 重度後遺障害者の家族における介

護支援効果に関する評価度について

は、４．２１（前年度４．２３）であ

り、着実な実施状況にあると認められ

る。 

 

  



 

（５）交通遺児等への生活資金の貸

付 

① 被害者のニーズに応じた生活

資金の貸付けを行うことにより、効

果的な被害者救済を図ります。 

 また、被害者に対する相談支援の

充実を行うとともに、被害者家族同

士の交流を促進するなどして、自動

車事故被害者に対する精神的支援

を効果的に実施します。 

 

（５）交通遺児等への生活資金

の貸付 

① 被害者のニーズに応じた生

活資金貸付けの見直しを検討し

ます。 

 また、被害者に対する相談支

援の充実を図るため家庭相談員

が適切な指導、助言を行えるよ

うな研修を実施して、その資質

の向上を図ります。 

 さらに、被害者家族同士の交

流の場の拡充を行うためコミュ

ニケーションをより一層図った

集いの実施により交通遺児等の

健全な育成を図る精神的支援を

強化します。 

 

 

 

 

 

A 

 生活資金の見直しの検討について

は、当該貸付に関するニーズ調査など

を実施したところ、「受験・入学費用

のための資金があるとよい」、「貸付期

間を高校卒業までにしてもらえると

ありがたい」、「今のままでよい」など

様々な意見があり、引き続き保護者等

の意見を聴きながら、当該貸付制度の

見直しの必要性を検討する。 

 また、被害者に対する相談支援の充

実を図るため、家庭相談員を対象とし

て、被害者への適切な助言を行うため

の基礎的知識や、心の悩みを持つ相談

者への対処法などの習得及び意見交

換等を内容とした研修を実施し、資質

の向上を図った。 

 さらに、交通遺児等や保護者の交流

の場である「友の会」を運営し、特に

被害者家族同士のコミュニケーショ

ンをより一層図った集いとして、２８

支所（前年度２０支所）において２０

年度に引き続き１泊２日による「友の

会の集い」を実施し、５８９人（前年

度５３１人）が参加し、着実な実施が

図られている。特に同じ境遇に置かれ

た保護者同士の交流会について好評

を得た。 

 精神的支援の一環として毎年実施

している友の会コンテストについて

は、２１年度は「絵画コンテスト」を

実施した。 

 以上の取組みにより、着実な実施状

況にあると認められる。 

 

  



 

② ①の施策を実施することに

より、被害者に対する５段階評

価の調査における精神的支援に

関する評価度（平成２１年度）

について、４．０以上とします。

 

A 

 被害者に対する精神的支援に関す

る評価度については、前年度（平成２

０年度）と比較して０．０６ポイント

上昇し、４．４０の評価を得ているこ

とから、着実な実施状況にあると認め

られる。 

 ② ①の施策を実施することによ

り、被害者に対する５段階評価の調

査における精神的支援に関する評

価度について、中期目標期間の年度

毎に４．０以上とします。 

（６）自動車事故による被害者への

情報提供の充実 

 情報案内サービスを実施し、自動

車事故の被害者等に対し、機構の各

種援護制度の情報を提供するとと

もに、他機関の援護制度や事故相

談・訴訟・病院等に関する総合的な

情報提供を行います。 

 

（６）自動車事故による被害者

への情報提供の充実 

 情報案内サービスを実施し、

自動車事故の被害者等に対し、

機構の各種援護制度の情報を提

供するとともに、他機関の援護

制度や事故相談・訴訟・病院等

に関する総合的な情報提供を行

います。 

 また、情報案内サービスの利

用向上のための積極的な広報を

行います。 

 さらに、情報提供機能の水準

を高めるため、従事する者への

適切な研修等を行います。 

 

 

A 

 自動車事故に遭われ、法律、金銭、

介護、病院など、自動車事故に起因す

る悩み事について、相談内容に応じて

地方公共団体をはじめ、各種相談機関

の窓口の紹介、並びに、交通遺児等へ

の無利子貸付、介護料の支給及び療護

施設など機構の業務について案内す

る情報提供サービス（ＮＡＳＶＡ交通

事故被害者ホットライン）は平成１９

年１０月１日よりの運用を開始し、以

後、鉄道、バス事業者の協力を得て、

車両内外への広報、また、警察署、地

方公共団体、医療機関等を中心にリー

フレット等を配布し、関係団体機関誌

へのＰＲ掲載、さらに自動車安全運転

センターが発行する「交通事故証明

書」の郵送用封筒にＰＲを印刷するな

どの各種周知広報活動を積極的に展

開した結果、相談件数は着実に伸びて

いることから、着実な実施状況にある

と評定した（平成２０年度の受付件数

に対して平成２１年度の受付件数は

１８％増加）。しかしながら、依然国

民に認知されているとは言い難く、更

なる周知を図り、認知度を高める必要

がある。 

 

  



 

（７）自動車アセスメント情報提供

業務 

① 効率的かつ公正な自動車アセ

スメントを実施することにより、自

動車メーカーの安全な車の開発意

識を高めるとともに、ユーザーが安

全な車を選択しやすい情報を提供

します。 

   これにより安全性能に係る指

標（乗員保護性能は総合評価の☆の

数（注７）及び歩行者頭部保護性能

は評価レベル）について、中期目標

期間の年度毎に、過去に自動車アセ

スメントを実施した車種の後継車

種の評価指標の平均値が、旧車種の

評価指標の平均値以上となるよう

にします。 

 

（注７）総合評価の得点率を☆の数

６段階で表示 

 

（７）自動車アセスメント情報

提供業務 

① 効率的かつ公正な自動車ア

セスメントを実施することによ

り、自動車メーカーの安全な車

の開発意識を高めるとともに、

ユーザーが安全な車を選択しや

すい情報を提供します。 

 これにより安全性能に係る指

標（乗員保護性能は総合評価の

☆の数（注 7）及び歩行者頭部

保護性能は評価レベル）につい

て、過去に自動車アセスメント

を実施した車種の後継車種の評

価指標の平均値が、旧車種の評

価指標の平均値以上となるよう

にします。 

 

（注７）総合評価の得点率を☆

の数６段階で表示 

 

 

A 

平成２１年度の自動車アセスメン

ト試験では、乗員保護性能に関して

は、後継車種（７車種）について評価

指標の平均値が、旧車種の評価指数の

平均値以上となった（運転席は 5.57

→5.86 と 0.29 ポイントの向上、助

手席は 5.43→5.86 と 0.43 ポイン

トの向上）。 

  また、歩行者頭部保護性能に関して

は、後継車種（６車種）について評価

指標の平均値が、旧車種の評価指数の

平均値以上となった（3.00→4.17

と 1.17 ポイントの向上）。 

 自動車アセスメント情報提供業務

をこれまで実施してきたことにより、

自動車メーカーによる安全な車の開

発が着実に行われており、法人の取組

みは着実な実施状況にあると認めら

れる。 

 

  



 

② パンフレット配布、ホームペー

ジの構成改善、試験の公開、イベン

トの開催等により、アクセスしやす

い、わかりやすい情報提供をユーザ

ーに行います。 

 

②分かりやすい情報の提供 

 ア よりわかりやすいパンフ

レットを配布します。 

 イ よりわかりやすくホーム

ページを改善します。 

 ウ 自動車アセスメント試験

結果発表会を開催し、併せて自

動車アセスメントグランプリ車

及びアセスメント優秀車の発表

を行います。 

 エ メディアに対して自動車

アセスメントの公開を行う等、

メディアを積極的に活用しユー

ザーに対しわかりやすい情報提

供を行います。        

 オ モーターショーへ出展を

します。          
A 

 自動車アセスメントパンフレット

については、試験結果をよりわかりや

すくするため、イラスト・写真等を十

分活用するなどの工夫をした。 

 チャイルドシートアセスメントパ

ンフレットについては、腹部圧迫にお

ける衝撃の度合いについて、実例によ

り解説するなどの改善を図った。 

 なお、自動車アセスメントパンフレ

ットは自動車アセスメントグランプ

リ受賞車の開発メーカーを通じて受

賞メーカーの販売店に、チャイルドシ

ートアセスメントパンフレットは評

価度の高い開発メーカーを通じてチ

ャイルドシート販売店に配布を依頼

するとともに、新たに自動車部品販売

店で自動車アセスメントパンフレッ

ト、自動車教習所でチャイルドシート

アセスメントの頒布を開始するなど

配布箇所の拡大を図った。この取り組

みは、自動車ユーザーにとって自動車

アセスメント情報提供業務の認知度

を向上させるためには効果的と考え

られることから、更なる取り組みを期

待する。 

 よりわかりやすくホームページを

改善することについては、多くの来訪

者の目的である評価結果について、ト

ップページで検索ができるよう改善

した。 

 ２１年度も自動車アセスメント試

験結果発表会を開催し、自動車アセス

メントグランプリの表彰を行ったが、

自動車アセスメント事業の知名度向 

 

  



 

               

 

上を図るため、結果発表会の実施にあ

たっては、試験車の一般公開において

多くの来場者が見込める会場に変更

するとともにメディアに素材として 

活用されやすいようプログラムの改

善を行った。さらにユーザーに対しわ

かりやすい情報提供を行うことにつ

いては、メディアに対して衝突安全性

能試験の公開試験を実施し、新聞、雑

誌、Ｗｅｂなどにおいて幅広く取り上

げられた。 

 これらの取り組みを通じてユーザ

ーに対してわかりやすい情報提供が

図られているものと認められ、着実な

実施状況にあると認められる。 

  

③ 以上の施策を行うことにより、

ユーザーに対する５段階評価の調

査における利用度・満足度について

の評価度について、中期目標期間の

年度毎に４．０以上とします。 

 

③ 以上の施策を行うことによ

り、ユーザーに対する５段階評

価の調査における利用度・満足

度に関する評価度（２１年度）

について、４．０以上とします。

 

 

A 

 ユーザーに対する利用度・満足度に

関する評価度については、平成 20 年

度と比較して 0.06 ポイント下回っ

たものの、4.10 の評価を得ているこ

とから、着実な実施状況にあると認め

られる。  

 

  



 

④ 予防安全性能、衝突時の乗員対

策及び歩行者の保護性能を改善す

るため、事故実態を踏まえ、試験方

法、評価方法の策定や見直しを行い

ます。 

 また、後遺障害者数が多い実態を

踏まえ、後遺障害対策にも取り組み

ます。 

 

④新たに、車両後部への衝突に

よる頸部傷害を軽減させるた

め、後突頸部傷害保護性能試験

を導入します。 

⑤新たに、後席乗員の安全性評

価のため、後席乗員保護性能試

験を導入します。併せて、容易

に装着できるシートベルトの普

及のため、後席シートベルトの

使用性の評価を行います。 

⑥調査研究の実施 

 ア 新たに、Ｆｌｅｘインパ

クタを利用した歩行者脚部保護

性能評価法導入のための調査研

究を実施します。  

 イ 交通事故を未然に防止す

るため予防安全装置の効果評価

のための基礎調査を行います。

 ウ 最近の交通事故の実態を

踏まえつつ、21 年度以降、新た

に自動車アセスメントへ導入さ

れる予定の評価項目を考慮した

新総合評価法を検討します。 

 

 

A 

 平成 21 年度より、車両後部への衝

突による頚部傷害を軽減させるため、

前年度までの調査研究を踏まえ、追突

された際に乗員の頚部に与える傷害

の保護性能試験をアセスメント評価

試験として導入した。 

 また、前面衝突時における後席乗員

の被害を低減させるため、平成 20 年

度の調査研究を踏まえ、後席乗員保護

性能試験をアセスメント評価試験と

して導入した。さらに、容易に装着で

きる後席シートベルトを普及させる

ため後席シートベルトの使用性試験

及び座席ベルトの非着用時警報装置

の有無をアセスメント評価試験とし

て導入した。 

 調査研究としては、新たに歩行者脚

部保護性能評価のために必要なリス

クカーブ及びスライディングスケー

ルの検討、レイティングを行うための

基礎データの収集等を行った。この取

り組みは、歩行者の被害軽減対策とし

て有効であると考えられるため、今後

の更なる取り組みに期待する。 

また、交通事故を未然に防止するた

め予防安全装置の効果評価のための

基礎調査として、予防安全技術検討

WG を開催し、新安全性能総合評価へ

の主要な予防安全装備の装備状況の

反映手法について検討した。また主要

な予防安全装備の装備状況について

調査を実施し、自動車アセスメント冊

子及びホームページにおいて公表す

るとともに、アセスメント結果発表会

 

  



 

 

等の機会を捉え普及状況について紹

介した。 

さらに、平成 21 年 8 月に新安全

性能総合評価検討ワーキンググルー

プを設置し、本年度から新たに導入し

た評価項目及び今後導入を予定して

いる歩行者脚部保護性能評価を考慮

した新総合評価の導入について検討

した。また、総合評価に盛り込むべき

項目及び試験間毎の「重み付け」につ

いて調査研究を行った。 

これら自動車事故における被害軽

減に資する調査研究により、今後の試

験内容、評価方法の改善に向けて着実

な進展が認められ、法人の取組みは着

実な実施状況と認められる。 

   

⑤ 専門家との討論及び情報交換

を実施するなど、各国のアセスメン

ト機関、専門家等との情報交換を継

続的に実施することにより、試験方

法の見直し、情報提供方法の改善等

に役立てます。 

 

 

⑦ 海外の関係機関との情報交

換等 

 ア アジア諸外国をはじめ、

海外のアセスメント関係機関と

の情報交換を積極的に行うとと

もに、その結果を踏まえて今後

の我が国の試験方法、情報提供

方法等の改善に役立てます。 

イ 世界ＮＣＡＰ会議等に参加

し、我が国が新たに導入する後

席乗員保護性能評価等の自動車

アセスメント試験法について、

情報提供を行います。 

A 

 平成 21 年 6 月、ドイツシュッツ

ガルトにおいて開催された、ESV 世

界会議に参加し、平成 21 年度より開

始した後突頚部傷害保護性能試験及

び後席乗員保護性能試験について情

報提供した。また、同時期に開催され

た「世界 NCAP インフォーマル会議」

において、21 年度導入した最新の後

突頚部傷害保護性能試験等について

情報提供した。 

 さ らに 同時 期 には 、 JNCAP ・

ANCAP・K-NCAP・Euro-NCAP

による会議が開催され、アセスメント

試験法、同一車種の定義、車種選定方

法、試験データの共有化に関する意見

交換及び将来の試験方法の見直しに

かかる意見交換を行った。 

 平成 21 年 11 月には、日・豪 

 

  



 

 

NCAP 会議を実施し、ANCAP が今

後導入を予定している歩行者脚部保

護性能評価にかかる試験法・評価法に

ついて、意見交換を行った。 

 これらの取組みにより、着実な実施

状況にあると認められる。 

 

   

⑧ 業務改善状況等についてタ

スクフォースにより外部評価を

行い、その結果をホームページ

等で公表します。  

 

 

A 

 タスクフォースによる外部評価を

行い、その結果をホームページ等で公

表していることから、着実な実施状況

にあると認められる。 

 ⑥ 業務改善状況等についてタス

クフォースにより外部評価を行い、

その結果をホームページ等で公表

します。 

（８）自動車事故対策に関する広報

活動 

 事故防止、被害者援護及び自動車

損害賠償保障制度に関し組織一体

となった広報活動を実施します。 

交通安全フェア等における、国等

と協力した周知宣伝活動やインタ

ーネット、マスメディア等を活用し

た広範な広報活動を積極的に実施

します。 

（８）自動車事故対策に関する

広報活動 

 後席シートベルト着用推進・

飲酒運転の根絶等の事故防止対

策事業や被害者への各種情報提

供等の被害者援護対策事業、さ

らには自動車損害賠償保障制度

の周知など機構業務の認知度向

上のため、各種イベントへの参

画、国・地方自治体等の関係機

関と連携した広報活動、また、

ポスター、パンフレット、イン

ターネット、マスメディア等を

活用した国民・関係機関（者）

への周知宣伝活動により、積極

的な広報活動を推進します。 

Ａ 

「交通安全キャンペーン」等の各種イ

ベントに出展し、参加体験型として

i-NATS による運転適性診断の実施、

会場でのビデオ放映、パネルの展示、

ポスターの掲示、各種リーフレットの

配布等により機構及び自動車損害賠

償保障制度の等の周知宣伝活動を行

った。 

 また、運送事業関係者を対象とした

イベントに参加し、指導講習業務・適

性診断業務の周知も図った。 

 今年度から新たに開始した「運輸安

全マネジメント評価事業」について

も、専門紙を活用し、広く周知を行っ

た。 

 これらの取組みにより、着実な実施

状況にあると認められる。 

 

 

 

  



 

３．予算（人件費の見積もりを含

む。）、収支計画及び資金計画 

本計画に従ったサービスその他

業務の質の向上を図りつつ、予算、

収支計画及び資金計画を策定しま

す。 

３．予算（人件費の見積もりを

含む。）、収支計画及び資金計画

 

 

Ａ 

 中期計画に基づいた年度計画予算、

収支計画及び資金計画を策定し、計画

に沿って、サービスその他業務の質の

向上を図りつつ、適正な予算の執行を

行っており、着実な実施状況にあると

認められる。 

 なお、当期総利益７１百万円の発生

要因としては、主として運営費交付金

の対象となっていない貸付業務勘定

に係る国債等有価証券の受取利息等

による収益である。 

 

４．短期借入金の限度額 

 予見し難い事故等の事由により

資金不足となる場合に限り、短期借

入金の限度額１，４００百万円とし

ます。 

４．短期借入金の限度額 

 予見し難い事故等の事由によ

り資金不足となる場合に限り、

短期借入金の限度額１，４００

百万円とします。 

 

― 

平成２１年度は該当なし。 

 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は担保

にする計画 

なし 

５．重要な財産を譲渡し、又は

担保にする計画 

なし 

 

― 

平成２１年度は該当なし。  

６．剰余金の使途 

①利用者サービス充実のための環

境の整備 

②職員研修の充実 

６．剰余金の使途 

①利用者サービス充実のための

環境の整備 

②職員研修の充実 

 

― 

平成２１年度は該当なし。  

７．その他主務省令で定める業務運

営に関する重要事項 

（１）施設及び設備に関する計画 

７．その他主務省令で定める業

務運営に関する重要事項 

（１）施設及び設備に関する計

画 
Ａ 

 中期計画に基づき、年度計画記載の

設備については、いずれも計画どおり

仕様に沿って確実に整備しており、着

実な実施状況にあると認められる。 

 なお、RI、MRI の整備に際しては、

総合評価方式による一般競争入札に

より導入しており、機構内に総合評価

委員会を設置し、応札内容に係る評価

 

  



 

項目等の決定、技術面の審査を経て総

合評価点を決定しており、契約の適正

性が確保されていると認められる。 

 

（２）人事に関する計画 

 人件費（退職手当等を除く）につ

いては、簡素で効率的な政府を実現

するための行政改革の推進に関す

る法律（平成１８年法律第４７号）

等に基づき、平成２２年度末までに

平成１７年度比で５％以上の削減

を行います。 

また、国家公務員の給与構造改革

を踏まえた給与体系の見直しを進

めます。 

さらに、「経済財政運営と構造改

革に関する基本方針２００６」（平

成１８年７月７日閣議決定）に基づ

き、国家公務員の改革を踏まえ、人

件費改革を平成２３年度まで継続

します。 

〔参考〕 

１）期初の常勤職員数 

   ３３４人 

２）期末の常勤職員見込み 

   ３３４人 

（２）人事に関する計画 

 人件費（退職手当等を除く。）

については、簡素で効率的な政

府を実現するための行政改革の

推進に関する法律（平成 18 年

法律第 47 号）等に基づき、平

成２０年度予算比で１％以上の

削減を行います。 

 また、国家公務員の給与構造

改革を踏まえた給与体系の見直

しを進めます。 

S 

 全職員の俸給月額を平成 21 年度

初より５％引き下げたこと等により

前年度（平成 20 年度）予算に比して

8.8%の大幅な人件費削減を行った

結果、対国家公務員指数（ラスパイレ

ス指数）においては、管理職員数割合

が高いこと、大卒者割合が高いことの

理由から、依然として国家公務員の水

準を上回っているものの前年度（平成

20 年度）比５．９ポイント減となっ

た。 

 この人件費削減の努力による結果

を踏まえ、優れた実施状況であると評

定した。 

 なお、ラスパイレス指数算定要素の

一つとして地域手当があるが、当機構

は適性診断業務や被害者援護業務な

ど来所する顧客の利便性を確保する

必要上、大都市・中核都市等に主管支

所・支所を設置しているため、これら

の所在地に勤務する職員に地域手当

が支給されている。本法人において地

域手当が支給される職員数割合が高

いこともラスパイレス指数を評価す

る上で考慮すべきであると考える。 

全職員の俸給月額を引き下げ

たことなど法人独自の取組み

を含めた人件費削減の努力を

認める。職員の処遇やモチベー

ションの維持に配慮しつつ、今

後の更なる努力を期待する。 

 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
ＳＳ：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
Ｓ ：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
Ａ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
Ｂ ：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
Ｃ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 

  



 

  

・ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 



 
 
 

 
平成２１年度業務実績評価調書：独立行政法人自動車事故対策機構 
 

総合的な評定 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

評点の分布状況 

（項目数合計：３３項目） 

ＳＳ Ｓ Ａ Ｂ Ｃ  

 
－ 

 
１２項目 

 
２１項目 

 
－ 

 
－ 

 
総 合 評 価 

 

（法人の業務の実績） 

本法人は、自動車事故防止と自動車事故による被害者支援を大きな柱の業務として、社会的に重要な使

命を担う独立行政法人であり、限られた人員のもとで業務運営の効率化を進めつつ、社会状況の変化に応

じた新たな業務にも取り組んでいる状況にある。こうした中、第二期中期目標期間の中間年度である平成

２１年度の業務の実績については、個別項目の多くは中期目標の達成に向けて着実な実施状況もしくは優

れた実施状況にあると認められる。 
特に適性診断のＩＴ化の取組強化、運輸安全マネジメントへの積極的取組など自動車事故防止対策の推

進、自動車事故による重度後遺障害者の治療・看護を行う療護施設の確実な運営、療護施設の入院患者の

治療改善効果の分析・公表や被害者等に対する各種情報提供を行う相談窓口の周知・運営、介護料受給者

宅を訪問し、直接、介護に関する相談や情報提供等を行う訪問支援サービスの強化など被害者支援の充実

を着実に進めた。これらの取組を通じた平成２１年度の業務運営は、中期目標の達成に向けて着実な実施

状況にあると認められる。 
 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

・確実な業務運営を行う上で、業務の一層の効率化を進めると同時に、更なる管理体制のスリム化を進め

るなど、組織運営の効率化を図ることが求められる。 

・今後、新たに指導講習・適性診断の実施機関になろうとする民間団体等に対しては、本法人がこれまで

培ったノウハウの提供や教育訓練を積極的に行うことが求められる。この取組は、行政刷新会議による

事業仕分けの評価結果を受けて政府が考える施策を実効あるものにするためにも必要である。 

・一般病院の療護施設機能の一部委託については順調に進められているところであるが、療護施設により

被害者ができるだけ多く救済されるよう、引き続き努力を期待するとともに、治療改善効果の分析は、

療護施設の治療・看護水準のさらなる向上のためにも引き続き分析結果を公表していくべきである。 

・本法人全体に関する広報活動の充実に向け、引き続きさらなる努力、改善を図るべきである。ただし、

２１年度の取組の中では、療護センターの取組をＰＲするための一般向けＤＶＤを作成し、医療機関の

ソーシャルワーカーに配布・周知し、被害者と接するソーシャルワーカーを通じて療護センターの周知

に取り組むなど効果的な広報にも取り組んでいる。このように被害者などに効果的に周知を図る手法な

どを積極的に取り入れるべきである。 

・プロドライバーが惹起する事故の削減に向けて、安全指導業務については法人としても今後何らかの業

務運営の目標を立て、効果が判るように当該業務を実施していくべきではないか。 

 

 
 



 

  

（その他） 

・本法人が被害者支援を行う上で、被害者の置かれた状況や意見等を把握するため、主管支所や支所にお

いて自動車事故の被害者団体との意見交換を積極的行っている。この取組みにより被害者やその家族の

置かれた状況や精神的負担などを的確に把握するよう努めた結果、訪問支援サービス等において職員が

きめ細やかに対応できるようになった。 

 

総合評定 

（SS , S , A , B , C の５段階） 

 

Ａ 

 

（評定理由） 

業務運営評価及び総合評価から本法人の業務実績は中期目標・年度

計画にしたがって、順調に業務を実施、成果を上げていると認めら

れることから、着実な実施状況にあると判断されるため。 

 



総務省政独委「平成21年度における国土交通省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての
その評価

別紙
意見について」等への対応の実績及び

実績 評価
○政府方針等
①これまでに実施された事業仕
年１１月及び２２年４月）で当該
る事項が対象となっている場合
業仕分けの評価結果を踏まえ
②業務・事業は、民間の主体に
場合には必ずしも実施されない
あるもの等に限定されているか
③研究開発関係の事業をはじ
他の独立行政法人等で類似の
行っている事業について、重複
業主体の一元化や効率的な連
れているか。

①　22年4月27日行政刷新会議W
価結果において、安全指導業務（
いては、「ユニバーサルサービスを
力して民間への移行を進める」、自
ては、「他法人で実施し、コストを削
事業仕分けの評価結果の対応は
ものと考える。

分け（２１
法人に係
には、事

た対応
ゆだねた
おそれが
。

めとする
取組を

Gによる事業仕分けの評
指導講習・適性診断）につ
確保しつつ自治体とも協
動車アセスメントについ
減」することとされたが、

、政府において判断すべき

事業仕分けの評価結果の対応については、政府にお
いて判断すべきものである。
なお、安全指導業務については、事業仕分けの評価
結果にあるように「ユニバーサルサービスを確保」する
ことに加え、自動車運送事業の安全が後退することの
ないように努める必要がある。自動車アセスメントに
ついては、今後とも法人が実施してきた評価試験の水
準、国際的な役割が後退しないよう配慮する必要が
ある。

②　法人の3業務については、いず
しも実現されない業務であると考え

排除、事
携が図ら

れも民間に委ねては必ず
る。

現在、民間が参入している適性診断業務について
は、ユニバーサルサービスを確保する観点からも法人
の指導的役割を保ちつつ民間参入を促すといった取
組みが重要であると考える。

③　他の独立行政法人等で本法人
る事業はないと考えるる事業はないと考える。

と類似の取組を行ってい 事業仕分けにおいて、自動車アセスメントの実施試験
の一部が独立行政法人交通安全環境研究所が実施の一部が独立行政法人交通安全環境研究所が実施
する自動車認証試験の一部と類似していると取り上
げられ、移管すべきとの評価を受けており、更なる効
率化とともに、移管について検討を行う必要があると
考える。

○財務状況
①法人又は特定の勘定で、年
に100億円以上の利益剰余金を
いる場合、その規模の適切性（
剰余金が事務・事業の内容等に
大なものとなっていないか）
②事業の受益者の負担、民間
付・協賛等の自己収入の拡大に
取組

①　該当しない。（利益剰余金100
度末現在

計上して
当該利益
比し過

億円未満） －

②　安全指導業務において、トップ
の受診促進等に取り組み、受益者
く、自己収入を拡大した。（自己収
年度57.7％、自己収入：20年度：2
2,228百万円）

からの寄
向けた

セールスによる適性診断
負担を増加させることな

入比率：20年度54.6％→21
,196百万円→21年度：

着実な自己収入の拡大が認められる。



③利益剰余金が計上されてい
国民生活及び社会経済の安定
上の見地から実施されることが
務を遂行するという法人の性格
過大な利益となっていないか
　繰越欠損金が計上されている
の解消計画の妥当性について
ているか
　当該計画が策定されていない
策定の理由の妥当性について
われているか（既に過年度にお
欠損金の解消計画が策定され
合の、同計画の見直しの必要性
直し後の計画の妥当性につい
を含む）
　さらに、当該計画に従い解消
いるかどうかについて評価が行
るか
④当該年度に交付された運営
の当該年度における未執行率
合において、運営費交付金が未
なっている理由が明らかにされな て る理由が明らかにされて
　運営費交付金債務（運営費交
未執行）と業務運営との関係に
析を行った上で、当該業務に係
価が適切に行われているか

③　平成２１年度決算において利益
上している。これは主として交通遺
め政府から借入れた資金について
金を国債等有価証券の運用にかか
（214百万円）である。
　なお、繰越欠損金は計上していな

る場合、
等の公共
必要な業
に照らし

場合、そ
評価され

場合、未
検証が行
いて繰越
ている場

又は見
ての評価

が進んで
われてい

費交付金

剰余金は267百万円を計
児等への貸付に充てるた
、償還期限到来前の余裕
る受取利息等によるもの

い。

利益剰余金については、特段過大なものとは認めら
れない。

④　運営費交付金債務の発生要因
び経費の節減等（運営費交付金の
収入を優先的に充てる）によるものであり

が高い場
執行と

ているか 収入を優先的に充てる）によるものであり
未達成に起因するものではない。

るか
付金の
ついて分
る実績評

は、自己収入の増加及
収益化については、自己

業務の未執行

運営費交付金債務の発生要因は、経営努力によるも
のと認められる。

、業務の未執行、
（執行率83％）



○保有資産全般の見直し
（実物資産）
①保有する建物、構築物、土地
て、
ⅰ）法人の任務・設置目的との
任務を遂行する手段としての有
効性等、
ⅱ）事務・事業の目的及び内容
た資産規模の適切性
ⅲ）現在の場所に立地する業務
要性等
ⅳ）資産の利用度等
ⅴ）経済合理性
といった観点に沿った保有の必
いての検証（財源調達の際の実
ストを勘案し、それに見合う便益
れるかどうかを慎重に検証）
②賃貸により使用する建物、構
地等について、
ⅰ）法人の任務・設置目的との
任務を遂行する手段としての有
効性等、効性等、
ⅱ）事務・事業の目的及び内容
た資産規模の適切性
ⅲ）現在の場所に立地する業務
要性等
ⅳ）資産の利用度等
ⅴ）経済合理性
といった観点に沿った賃借の必
いての検証（財源調達の際の実
ストを勘案し、それに見合う便益
れるかどうかを慎重に検証）

①　当法人の保有する実物資産は
建物、医療機器等である。
　遷延性意識障害者に対して治療
る専門の施設に収容している。
　病床の利用状況については、常
り、地域によっては待機患者も発生
　現在、各地域をカバーできるよう
中部、岡山）保有しており、近年に
有せず、2病院（北海道、福岡）で同
民間に委託して運営している。

等につい

整合性、
用性・有

に照らし

上の必

要性につ
質的なコ
が得ら

築物、土

整合性、

、療護センターの土地、

・看護を行うため、保有す

にほぼ満床の状態であ
している。

、4療護施設（東北、千葉、
おいては施設を新たに保
等の機能を持つ病床を

法人の保有する実物資産について、
ⅰ）法人の任務・設置目的との整合性、任務を遂行す
る手段としての有用性・有効性等、
ⅱ）事務・事業の目的及び内容に照らした資産規模の
適切性
ⅲ）現在の場所に立地する業務上の必要性等
ⅳ）資産の利用度等
ⅴ）経済合理性
といった観点に照らし、法人の説明は妥当である。ま
た、各療護施設の治療・看護の状態及び経費面の管
理は常時法人が把握していることなどから資産の保
有の必要性があると認められる。

②　当法人が賃貸により使用して
である。

用性・有
である。
　事務所の規模・立地については
者や自動車事故被害者にとっての
ている。
　なお、現在、適性診断のネットワ
い、事務所のレイアウト見直しによ
賃借料の値下げ交渉を行い、賃借
ころである。（事務所賃借料：20年
百万円）

に照らし

上の必

要性につ
質的なコ
が得ら

いるものは、事務所の建物 法人が賃貸により使用する建物について、
ⅰ）法人の任務・設置目的との整合性、任務を遂行す

、受益者である運送事業
利便性を考慮して決定し

ーク端末機の導入に伴
る余剰スペースの返還や
料の節減を図っていると

度685百万円→21年度662

）法人の任務 設置目的との整合性、任務を遂行す
る手段としての有用性・有効性等、
ⅱ）事務・事業の目的及び内容に照らした資産規模の
適切性
ⅲ）現在の場所に立地する業務上の必要性等
ⅳ）資産の利用度等
ⅴ）経済合理性
といった観点に照らし、法人の説明は妥当であり事務
所の賃借は必要性があると認められる。



④ 、

③上記の検証結果及び財務諸
る減損又はその兆候、「遊休資
状況等を踏まえ、
ⅰ）本来業務に支障のない範囲
効活用可能性の多寡、
ⅱ）政策的必要性や効果に応じ
最小限の保有・賃借となってい
ⅲ）効果的な処分
といった観点に沿った処分等の
検討結果を踏まえた取組
④特に、東京事務所、海外事務
施設等について、引き続き設置
必要があるか、効率化を図るこ
ないか等（廃止、統合、組織の
た共用化等ができないか）

③　法人の保有する実物資産は療
物、医療機器等であり、現在までに
めた資産はなく、遊休資産もない。
　実物資産は遷延性意識障害者に
必要なものであり、処分等を行うこ
となり、検討の余地がないものと考
療機器については、外部検査の受
産の有効活用を図っているところで
10,664件、194百万円）

表におけ
産」等の

での有

た必要
るか、

検討及び

所、研修
し続ける
とができ
枠を超え

護センターの土地、建
減損又はその兆候を認

対する治療・看護に真に
とは事業の実施が不可能
えられるが、高度先進医
入に努め、出来る限り資
ある。（21年度外部検査：

法人の保有する実物資産について、必要最小限なも
のとなっており、不用資産はないと認められる。

④ 東京都内において、本部及び事務所を設置しているが、　東京都内において 本部及び事務所を設置しているが
両所は全国の事務所を統括する本
益者へのサービスを提供する事務
しており、一方を廃止することはで
　また、両所を統合したとしても、事
向けの必要スペースは変わらない
面積を合わせた規模の賃貸物件が
トは見出せないものと考えられる。

東京都内に引き続き事務所を設置することの必要性、
部機能と東京都内の受
所機能と異なる機能を有
きない。
務スペース及び受益者
ことから、両所の現在の
必要となり、統合のメリッ

東京都内に引き続き事務所を設置することの必要性
に関する法人の説明は妥当であり、現在のまま引き
続き設置し続ける必要があり、かつ、事務所の統合も
困難であると認められる。



（金融資産）
①個別法に基づく事業において
資産（以下「事業用資産」という
て、任務を遂行する手段として
性・有効性、事務・事業の目的
等に照らした資産規模の適切性
からの見直し（財源調達の際の
コストを勘案し、それに見合う便
れるかどうかを慎重に検証）及
結果を踏まえた取組
②事業用資産以外も含め、保有
金・預金、有価証券等の資産に
負債や年度を通じた資金繰りの
を考慮した上での、保有の必要
目的に照らした規模の適切性の
らの見直し（財源調達の際の実
ストを勘案し、それに見合う便益
れるかどうかを慎重に検証）及
結果を踏まえた取組
③融資等業務以外の債権のう
について、当該貸付の必要性の
④積立金の規模④積立金の規模

①　当法人の交通遺児等に対する
ついて、政府から30年据置一括償
て原資としているが、平成10年度以
貸付金を上回っているため、政府

運用する
。）につい
の有用
及び内容

の観点
実質的な

生活資金の貸付事業に
還の条件で資金を借入れ
降、貸付金の回収金が

からは借り入れていない。

事業の目的及び内容に照らし、適切な資産規模であ
り、適切な運用が行われている。

②　当法人の保有する現金・預金
事業に充てる運営費交付金以外は
庫に納付するものである。
　また、有価証券についても、政府
の間に運用し、償還期限の到来と
いる。また、運用益についても全額

益が得ら
び見直し

する現
ついて、
状況等
性、保有
観点か

質的なコ

については、当該年度の
、中期計画終了後に国

からの借入金の償還まで
ともに全て国庫に納付して
を国庫に納付している。

法令の規定に則り適切な運用が行われていると認め
られる。

③　当法人の実施している貸付は
（交通遺児等）に対する無利子貸付
全な育成のため必要な事業である

が得ら
び見直し

ち貸付金
検討

、自動車事故の被害者
であり、交通遺児等の健

。

事業目的の達成のための必要な貸付と認められる。

④　積立金は利益処分による積立
入金を償還期限までの間に国債等
取利息等による収益であり、経営
め、独法通則法第44条第1項の規
処理しているものである。（21年度
円）

額であり、政府からの借
有価証券で運用した受

努力基準に該当しないた
定に基づき積立金として
末現在積立金：147百万

法令の規定に則り適切に処理していると認められる。

（知的財産等）
実施許諾等に至っていない知的
ついて、その原因・理由、実施
能性、維持経費等を踏まえた保
要性の観点からの見直し及び見
果を踏まえた取組

財産に
許諾の可

有の必
直し結

　当法人において、特許権を受け
ない。

た知的財産は保有してい －



○資産の運用・管理
（実物資産）
①保有する建物、構築物、土地
て、
ⅰ）活用状況等の把握
ⅱ）活用が低調な場合は、その
確化及びその妥当性の検証
ⅲ）維持管理経費、施設利用収
把握
ⅳ）アウトソーシング等による管
の効率化及び利用拡大等によ
入の向上に係る取組
②賃貸により使用する建物、構
地等について、
ⅰ）活用状況等の把握
ⅱ）活用が低調な場合は、その
確化及びその妥当性の検証
ⅲ）維持管理経費、施設利用収
把握
ⅳ）アウトソーシング等による管
の効率化及び利用拡大等によ
入の向上に係る取組入の向 に係る取組
③宿舎（借上物件を含む）につ
率が低い、空き部屋数が多い、
の役職員以外の者の入居部屋
ものはないか。
④宿泊施設及び教育・研修施設
ル・会議所（借上物件を含む）で
が低いものはないか。
⑤展示施設（借上物件を含む）
数と経費は適切か。
⑥高額（取得価格５０００万円以
備・機器、車両・船舶の稼働状
は適切か。

①　当法人の保有する療護センタ
院の状況を適宜把握し理事会等に
り、病床の利用状況については常
る。
　また、療護センターの運営に関し
委託し業務の効率化を図っており
療機関への委託費である。（21年
　なお、自己収入の増加を図るた
外部検査の受入に努め、出来る限
ているところである。（21年度外部
円）

等につい

原因の明

入等の

理業務
る自己収

ーについて、患者の入退
おいて報告を行ってお

にほぼ満床の状態にあ

ては、民間の医療機関に
、維持管理経費は民間医
度委託費：1,901百万円）
め、高度先進医療機器の

り資産の有効活用を図っ
検査：10,664件、194百万

法人の説明は合理的であり、保有する建物等の活用
状況等については適切であると認められる。

②　当法人の賃貸による事務所に
を実施するとともに、適性診断の受
　維持管理経費については、適性
の導入に伴い、事務所のレイアウ
スの返還や賃借料の値下げ交渉
図っているところである。（事務所賃
→21年度662百万円）
　管理業務は家主の指定に基づく
なく、また当法人により日々使用し
限事務所を利用しているところであ

築物、土

原因の明

入等の

理業務
る自己収

いて入居

ついては、日々事務作業
診者等が来訪している。

診断のネットワーク端末機
ト見直しによる余剰スペー
を行い、賃借料の節減を

借料：20年度685百万円

ことから、効率化の余地は
ていることから既に最大
る。

賃貸により使用している事務所について、日々の業務
を遂行する上で十分に活用されていると認められる。

③　当法人は宿舎を保有しておら
る。個別に1職員あたり1部屋を必
入居率の問題は発生しない。

当該独法
数が多い

・ホー

ず、借上物件を利用してい
要な都度、用意するため、

－

④　当法人は指導講習業務におい
の収容人員に応じた受講者の予約
施設を借り上げているため、稼働

稼働率

の利用者

上）な設

て、講習会開催前に施設
を受けて、実施の都度、

率の問題は発生しない。

－

⑤　当法人は展示施設を利用して
況と経費

いない。 －

⑥　高額な設備等は、療護センター
遷延性意識障害者の治療・看護に
検査の受入に努め、出来る限り資
るところである。（21年度外部検査

の医療機器等に限られ、
使用するとともに、外部
産の有効活用を図ってい
：10,664件、194百万円）

高額設備は十分稼働しており、また外部検査の受入
により有効活用されていると認められる。



（金融資産）
①個別法に基づく事業において
資金について、運用方針等の明
び運用体制の確立
②融資等業務による債権で貸
計上額が100億円以上のものに
貸付・回収の実績のほか、貸付
及び回収率の向上に向けた取

①　当法人の交通遺児等に対する
ついて、政府から30年据置一括償
で資金を借入れて原資としている
見込まれる貸付資金を確保した上
たため、国債等有価証券で運用し
運用益については、事業に充てる
している。
　なお、現在保有している有価証券
還金に計画的に充当するように、
しており、保有期間は平成25年度

運用する
確化及

借対照表
ついて、
の審査

組

生活資金の貸付事業に
還の条件で平成9年度ま

が、政府からの償還金や
で、なお余裕金が発生し
ているところであり、この
ことなく全額を国庫に納付

については、政府への償
それぞれ保有期間を設定
までである。

運用する資金について、運用方針等は明確になって
おり、かつ資金管理を行う運用体制の確立が図られ
ていると認められる。

②　交通遺児等に対する生活資金
度末現在123億円である。21年度
145百万円の無利子貸付を実施す
22,257百万円に対し20,237百万円
90.9％）
　貸付の審査は生活資金貸付業務
通遺児等であって生活保護を受け
している者であるか等審査を行い
　生活資金の貸付は、生活保護等
付であることから、最近の社会、経
務が全て滞りなく返済されているとは言えない状況にある務が全て滞りなく返済されているとは言えない状況にある
が、滞納の初期段階において早期
債権の状況に応じた統一的な取扱
アルの徹底を図るとともに、遺児家
るため積極的に訪問折衝等を行い
図っている。

の貸付の債権額は21年
は交通遺児等602人に対し
るとともに、請求総額
を回収した。（回収率：

実施規程等に基づき、交
ている等生活状況が困窮

貸付を実施している。
生活困窮の者に対する貸
済情勢の影響等により債

貸付の審査及び回収率の向上に向けて適切な措置
が講じられていると認められる。

の督促を行うなど個別の
いである債権回収マニュ
庭の生活状況を把握す
、債権回収実績の向上を

（知的財産等）
特許権等の知的財産について
用の実績及びそれに向けた次
ⅰ）出願に関する方針の策定
ⅱ）出願の是非を審査する体制
ⅲ）知的財産の活用に関する方
定・組織的な活動
ⅳ）知的財産の活用目標の設定
ⅴ）知的財産の活用・管理のた
体制の整備 等

、出願・活
の取組

の整備
針の策

めの組織

　当法人において、特許権を受け
たが、出願後20年を経過しており存
　なお、特許権等の出願について
事会において審議を行うこととして

た知的財産は過去にあっ
続期間は終了している。

は、理事長の主宰する理
いる。

特許権等の出願に関する体制が整備されていると認
められる。



る。

○人件費管理
①諸手当及び法定外福利費に
昨年度政独委からの指摘事項
（建研、奄美基金を除く）
②「独立行政法人の法定外福利
の見直しについて」（平成22年５
務省行政管理局長通知）の内容
人の互助組織への支出の廃止
事補助の支出の廃止、ⅲ）国や
支出されていないものと同様の
則廃止）が守られているか。
③保険料の法人負担割合が２
時点で５０％を超えていないか
④出張の際の支度料が２１年度
で存在していないか。
⑤法人の給与水準自体が社会
の得られるものとなっているか
⑥国家公務員と比べて給与水
場合、その理由及び講ずる措置
設定する目標水準を含む）につ
人の説明が、国民に対して納得
るものとなっているか。るものとな て るか。
⑦国の財政支出割合の大きい
累積欠損のある法人について
政支出規模や累積欠損の状況
た給与水準の適切性に関する
証状況
⑧総人件費改革についての取
と平成１８年度からの５年間で５
の削減を確実に達成するための
せて、給与水準又はラスパイレ
上昇している場合には、その理

①　法定外福利費については、国
確保する観点から、独立行政法人
価を踏まえて検討することとしてい

ついての
への対応

厚生費
月６日総
（ⅰ）法

に準じた福利厚生水準を
評価委員会の客観的評
る。

　法人による安全かつ良質なサービスを継続的に提
供するためには、従事する者の適正な労働環境を確
保する必要があ
　独立行政法人においても一定水準の福利厚生を確
保すべきである。ただし、当該福利厚生の実施にあ
たっては、より国民の理解を得られるよう実施内容の
透明性・公正性を担保しつつ、法人の互助組織への
支出を廃止し、法人が職員に対し直接福利厚生を実
施すべきである。

②ⅰ）国以外の組織（共済組合）が労使折半の負担にて実
施している国の福利厚生制度に準じた福利厚生水準を確保
する観点から、独立行政法人評価委員会の客観的評価を踏
まえて検討することとしている。
　ⅱ）食事補助の支出は行っていない。
　ⅲ）国が行っていない「結婚祝金（銀婚式）」及び「就学祝
金」への支出を平成２２年度初より凍結した。

、ⅱ）食
他法人で
支出の原

１年度末
。

末時点

的な理解
。

③　健康保険料の法人負担割合は準が高い
（法人の

いての法
の得られ

法人及び

５０％である。 保険料の法人負担割合は適切であると認められる。

④　支度料の支払実績は従来から、国の財
を踏まえ

法人の検

組の状況
％以上
展望（併

皆無である。  －

⑤　給与水準の対国家公務員指数
減に向けて、(1)平成21年度初より
(2)管理職員を１５％削減、(3)国家
まえた給与制度の見直しを実施し
保に努めている。

ス指数が
由）

（ラスパイレス指数）の低
職員の俸給を５％削減、
公務員の給与改正等を踏
、給与水準の適切性の確

法人の給与水準の低減に向けた取り組みは妥当であ
ると認められ、社会的な理解は得られるものと考え
る。



⑥　給与水準の対国家公務員指数
値が高い構造的な要因として
　(1)　全国的に事業を実施するに
置し、各支所を統括する管理職を
員の割合が国より高い。
　(2)　業務遂行上高度な知見、専
大学卒業者の割合が国より高い。
　(3)　利用者（自動車運送事業者
ることから、業務遂行上、地域手当
配置する職員の割合が国より高い

　これらの要因も踏まえつつ、ラス
けて、(1)平成 21年度初より職員の
職員を１５％削減、(3)国家公務員
給与制度の見直しを実施した結果
た指数が平成21年度104.2となった

（ラスパイレス指数）の数

あたり全国に５０支所を設
配置しているため、管理職

門性を必要とすることから

等）が都市部に集中してい
支給対象となる都市部に
。

パイレス指数の低減に向
俸給を５％削減、(2)管理

の給与改正等を踏まえた
、平成20年度110.1であっ
。

給与水準が国家公務員と比較して高い理由及び給与
水準の低減に向けた取り組みは妥当であると認めら
れ、法人の説明は国民の理解が得られるものと考え
る。

⑦　給与水準の適切性を図るため
パイレス指数を106.5とする目標を
れを達成するために(1)平成21年度
削減、(2)管理職員を１５％削減、(
等を踏まえた給与制度の見直しを
度110.1であった指数が平成21年度
値を下回った。

、平成22年度までにラス
平成20年7月に設定し、そ
初より職員の俸給を５％

3)国家公務員の給与改正
実施した結果、平成20年
104.2まで下がり、目標

給与水準の適切性に関する法人の説明は妥当である
と認められる。

⑧　総人件費改革の取り組み状況
度より職員の俸給を５％削減、(2)
国家公務員の給与改正等を踏まえ
実施し、現時点において５％以上

については、(1)平成21年
管理職員を１５％削減、(3)

た給与制度の見直しを
の削減を達成している。

平成１８年度からの５年間で５％以上の削減を達成し
ており、総人件費改革の取り組み状況は着実であると
認められる。



○契約
①契約についての昨年度政独
指摘事項への対応
②随意契約見直し計画におけ
のない随意契約の削減目標（件
成状況
③随意契約による契約において
割合（金額）が５０％以上の案件
か。
④１者応札の割合（件数）が５０
は前年度より増加となっていな

①　契約事務手続きに係る執行体
関して、審査機関から法人の長に
体制の実効性確保については、(1
び会計監査人等の監査、(3)契約審
評価方式の審査、(5)企画競争審査
の実効性の確保の観点から、契約
やかに理事長に報告し、契約の決
有効に機能させることにより、契約
　一般競争入札における１者応札
ている原因等の把握がなされた上
については、契約監視委員会によ
なった案件３４件について点検を実
　結果として、２件については指摘
更が２件、公告期間の見直しが７件
の緩和など２５件の結果を踏まえ、
策定し、締結された契約について
アップし公表した。

委からの

る競争性
数）の達

再委託
がない

％以上又
いか。

制や審査体制の確保に
対する報告等整備された
)契約の審査、(2)監事及
査員による審査、(4)総合
、それぞれの審査体制
の審査結果について速
裁を受け、各審査体制を
の適正性確保に努めた。
に関して、１者応札になっ
で、改善方策の妥当性等
り、１者応札・１者応募に
施した。

事項が無く、仕様書の変
、その他入札参加条件

随意契約等見直し計画を
はその改善状況をフォロー

契約の見直しについては適切に実施されている。

②　２０年度に締結した随意契約つ
ものを除き、速やかに一般競争入
標に対して、一般競争が困難な案
若しくは公募を行うなど契約方法の
度実績８９件に比べ 平成２１年度８６件と度実績８９件に比べ、平成２１年度８６件と減少した
　年度ごとにその契約内容が異な
ないが、件数ベースでは一般競争
意契約の割合が増加（２０年度：５
8％）し、競争性のない随意契約の
３．９％、２１年度：４３．６％）した。

いて、真にやむを得ない
札に移行することとした目
件に関しては、企画競争
見直しにより、平成２０年

減少した

随意契約の見直しについては適切に実施されてい
る。

。
ることから単純比較はでき
入札及び競争性のある随
６．.１％、２１年度：６１．８
割合が減少（２０年度：４

③　該当なし。 －

④　２０年度３４件（全契約に占め
２１年度２５件（対前年度△９件、全
７％）と減少した。

る割合：１６．７％）に対し、
契約に占める割合：１２．

1者応札の割合を減少させるための努力が認められ
る。

○法人の長のマネジメント
①法人の長がリーダーシップを
る環境は整備されているか。

発揮でき
①　理事長の主宰する理事会を原
業務運営に関する重要な事項を審
務処理状況、収支状況等について

則として月に2回開催し、
議するとともに毎月の業
報告を行っている。

法人の長がリーダーシップを発揮できる環境は整備さ
れている。



、

②法人のミッションを役職員に
的に周知徹底しているか。
③法人のミッション達成を阻害
（リスク）のうち、組織全体として
べき重要なものについて把握し
ているか。また、それを可能とす
仕組みを適切に構築しているか
④法人の長は、内部統制の現
に把握しているか。また、内部
実・強化に関する課題がある場
当該課題に対応するための計
に作成されているか。

②　法人のミッションや行動指針を
運営等に関する今後の方向性を示
成し、全職員に周知徹底している

対し、具体

する課題
取り組む

示すとともに、業務・組織
した「NASVAWAY」を作

。

法人のミッションを全役職員に対し、具体的に周知徹
底を図る取り組みが行われている。

③　理事会において審議・報告を行、対応し
るための
。

っている。 理事会において法人のミッション達成を阻害する課題
（リスク）を把握し、対応している。

④　法人の長自らが全国の各支所
現状の把握に努めている。
　また、法人の保有する個人情報
令等遵守及び職員倫理の確立等
委員会を設置するとともに基本計
スの推進を図った。

状を適切
統制の充
合には、

画が適切

へ出向き、支所・職員の

の保護、業務に関わる法
のため、コンプライアンス
画を策定し、コンプライアン

法人の長は、内部統制の現状を把握しており、また、
内部統制の充実・強化のための取り組みとしてコンプ
ライアンスの把握に努めていると認められる。

○法人の長のマネジメントに係
な取組
①マネジメントの単位ごとのアク
ランを設定しているか（評価指標
を含む）。
②アクションプランの実施に係
及び結果について、適切にモニ
を行い、その結果を次のアクションプランを行い その結果を次のアクションプラン
や予算等に反映させているか。

①　外部有識者によるタスクフォー
る外部評価を受けている。

る推奨的

ションプ

スを設置し、事業に対す 今後も外部評価を受けて適切な業務運営が行われる
ことを期待する。

②　タスクフォースによる外部評価
アクションプランや予算等に反映さ

の設定

るプロセス
タリング

を受け、その結果を次の
せている。

今後も外部評価を受けて適切な業務運営が行われる
ことを期待する。

○その他内部統制
① 監事監査において法人の長
メントについて留意されているか
②監事監査において把握した改
については、必要に応じ、法人
係役員に対し報告されているか
③各法人における事業の内部
己評価について、法人内部限り
せず対外的な透明性が確保さ
か、事業の実効性が上がるもの
いるか。

① 組織面及び各事業面における
ついて留意した監事監査を行い、
査報告書において提言等を行って

のマネジ
。
善点等

の長、関

法人の長のマネジメントに
法人の長に対し監事の監
いる。

 監事監査において法人の長のマネジメントについて
留意されていると認められる。

②　各年度における監事の監査報
及び関係役員に対し報告されてい

。
審査や自
で完結さ

れている
となって

告書において、法人の長
る。

監事監査において把握した改善点等については、必
要に応じ、法人の長、関係役員に対し報告されている
と認められる。

③　財務面における会計監査人の
約監視委員会の審議及び個別事
における外部有識者による評価を
る等、透明性・実効性の向上に努

監査、契約面における契
業におけるタスクフォース
受け、その結果を公表す
めている。

各法人における事業の内部審査や自己評価につい
て、対外的な透明性が確保され、事業の実効性の向
上に向けた取り組みが実施されていると認められる。



①　

○関連法人
①委託先における財務内容を
上での業務委託の必要性、契
妥当性等
②出資目的の達成度、出資先
況を踏まえた上での出資を継続
要性
③関係法人に利益剰余金があ
国庫等への返納の必要性
④競争性を高めたコスト縮減、
の徹底等が行われているか。

①　当法人に関連法人はない。
踏まえた
約金額の

－

②　当法人に関連法人はない。

の経営状
する必

－

③　当法人に関連法人はない。

る場合の

－

④　当法人に関連法人はない。情報公開 －

○中期目標期間終了時の見直
①中期目標において、目標期間
組むこととされている事項のうち
期等が明記されていないものに
目標達成に向けた各年度にお
的な取組状況
②業務実績の評価にとどまらず
必要性や新たな業務運営体制

①　該当しない。（中期目標期間3し
中に取り
、取組時
ついて、

ける具体

ヶ年度目） －

②　該当しない。（中期目標期間3
、業務の

の考察

ヶ年度目） －

○業務改善のための役職員の○業務改善のための役職員のイ
ティブ等
①法人業務に対する国民のニ
握して、業務改善を図る取組を
ローチ
② 法人における職員の積極的
促すための取組（例えば、法人
ミッションを職員に徹底する取組
開発のための取組等）を促すア

①　ホームページ上で常時、法人イニシア ホ ム ジ上で常時、法人業務に関する意見募集を
行うとともに、受益者の満足度調査
意見募集を行い業務改善に反映さ

シア

ーズを把
促すアプ

業務に関する意見募集を 業務改善を図る取組が認められる。
において各業務に関する
せている。

業務改善を図る取組が認められる。

②　当法人のミッションや行動指針
織運営等に関する今後の方向性を
作成し、職員に周知徹底するととも
支所における事業の積極的な取組
極的な貢献を促している。

な貢献を
の姿勢や
や能力

プローチ

を示すとともに、業務・組
示した「NASVAWAY」を
に、イントラネット上で各
状況を掲載し、職員の積

法人における職員の積極的な貢献を促すための取組
がなされていると認められる。

○個別法人
政独委からの平成２０年度業務
価における指摘事項において個
があった事項（４法人６事項）へ
況（当該法人のみ）

実績評
別意見

の対応状

　該当しない。（指摘なし）

－


	14【確定版（分科会長了）】21年度評価調書（事故対）.pdf
	14事故対別紙
	【確定版（分科会長了）】評価調書別紙
	Sheet1




